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１．はじめに1
　日本人の幸福感に関する実証的研究の蓄積は年々厚みを増している。労働
と幸福感，ワークライフバランスと幸福感，ライフステージの変化と幸福
感，居住地域と幸福感の関係など，様々な観点から研究が活発に進められて
いる。これらの先行研究の多くは，個人向けアンケート調査を用いて，幸福
度指標を様々な個人属性要因で回帰する幸福度関数の推定を通じて分析が進
められている。こうした研究成果の蓄積から日本人の幸福の源泉が明らかに
なりつつある。
　そこで本稿では，日本人の幸福感に関する実証的研究の先行研究サーベイ
を行い，日本人の幸福感の決定要因について整理する。具体的には，各先行
研究の幸福度関数の推定において，どの様な分析視点で，どの様な統計デー
タを用いているのか。幸福度指標の決定要因構造の仮説をどの様に設定して
いるのか。また，先行研究の推定結果を横断的に概観することで，統計的に
安定した結果が得られている決定要因や，逆に安定した結果が得られていな
い決定要因などを整理する。そして，これらの作業をもって後継研究に予備
的知見を与えることを目指す。
２．日本人の幸福感を対象にした先行研究
2?1　先駆的な先行研究
　国外研究も含めると，経済学的なアプローチによる幸福感の研究は意外
と古く，Easterlin（1974）を嚆矢とする。多くの研究者により活発に研究
1 本研究は JSPS 科学研究費補助金（基盤研究（C）16K03675 研究代表者 辻 隆司）の助成
を受けたものです
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され始めたのは1990年代に入ってからであり，Inglehart（1990），Larsen
（1992），Diener et al.（1993），Clark and Oswald（1994）などが，性差，
健康，所得，失業などの多様な観点から発展的に研究を展開している。1998
年には，Economic Journal において，幸福をテーマにした論文の特集が組
まれるなど（Oswald（1997），Yew-Kwang Ng（1997）など），その後も世
界各国で夥しい数の研究が発表されている。
　日本人の幸福感を分析した研究は，少し遅れて2000年代の中頃から活発化す
る。先駆的な研究としては，Ohtake and Tomioka（2004），大竹（2004），筒井・
大竹・池田（2005），白石・白石（2006），白石・白石（2007），松浦（2007），佐野・大竹
（2007），山根・山根・筒井（2008），Oshio and Kobayashi（2009）などが存在し，
この頃から日本人を対象にした幸福度研究が様々な観点から展開されている。
　まず，Ohtake and Tomioka（2004）では，大阪大学が2002年に実施し
たアンケート調査である「くらしと社会に関するアンケート」2の結果に基づ
き，幸福度と不平等の関係性について順序プロビットモデルを用いて分析し
ている。同研究によれば，フルタイム労働とパートタイム労働における不平
等や，親のバックグラウンド（所得，学歴等）における不平等の認識は，幸
福度に負の影響を与えることを明らかにしている。
　また，大竹（2004）では，失業と幸福度との関係性について分析してい
る。同研究では，前述の Ohtake and Tomioka（2004）でも利用された大
阪大学の「くらしと社会に関するアンケート」と，旧経済企画庁の「国民生
活選好度調査」（1978年～1999年）のデータを用いて，失業が幸福度に与え
る影響を分析している。その結果，失業経験や失業不安は，幸福度を低くす
ることを明らかにし，1980年代後半以降の日本人の幸福度の低下は，失業
不安の高まりや不平等度の高まりが一因になったとしている。
2 2002年に全国の20歳から65歳を対象に6,000人を層化２段無作為抽出法で抽出し質問
票を郵送。総回収数は1,943であり，そのうち有効回収数は1,928であった
― 33 ―3
　筒井・大竹・池田（2005）では，大阪大学が2004年に実施したアンケー
ト調査である「くらしの好みと満足度についてのアンケート」3の結果をもと
に，幅広い観点から日本人の幸福感の決定要因を分析している。所得や資産
等の基本的な個人属性要因だけでなく，喫煙，飲酒，ギャンブル，宗教など
の習慣や価値観の幸福感への影響も分析している。同研究によると，平均的
には男性は女性より不幸であるが，喫煙習慣をコントロールすると有意に不
幸であるとはいえないことを明らかにしている。また，所得が大きいほど幸
福であるが，その増加は逓減的であり高い所得階層では飽和が観察されてい
る。そして，パートで働いている主婦は無職の主婦より不幸であり，労働が
負効用をもたらす可能性があることなども示唆している。さらに，個人の価
値観等の観点では，できるだけ質素な生活を送りたいと考える人や利他的な
人ほど幸福であるが，お金を貯めることが人生の目的だと考える人，目先の
利得にとらわれやすい時間割引率が高い人，危険回避的な人ほど不幸である
傾向がみられることも明らかにしている。
　他方で，白石・白石（2006）は，少子化と幸福度の関係性に着目し，財団
法人家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」の個票データ4を用い
て，全国の20～49歳の結婚・出産・子育て適齢期の女性を対象に分析を加
えている。その結果，既婚者の幸福度は高いが未婚者との格差に縮小傾向が
みられることを示している。また，子供の誕生に伴い親（特に母親）に子育
ての負担がかかることから結婚の幸福度は低下するが，親は子育てを通じて
3 2004年に全国の20歳から65歳を対象に6,000人を全国から抽出，4,224人からの有効回
答を得ている
4 家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」は結婚・出産・子育て期にあたる20
～40歳代の女性を調査対象とし，主観的幸福度と生活満足度について直接尋ねる質問項
目が設けられると共に，幸福感に影響を与えると思われる配偶関係，子供数といった家族
構成や収入・支出・貯蓄，負債状況などについて調査されているデータである。同研究が
利用したデータは第３回から第10回の各調査（実施年は1995年から2002年）の個票デー
タである
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子供から positive な影響を受けるため，離婚を防止するという効果がある
ことも明らかにしている。他方で，フルタイムの雇用の場合の結婚に対する
幸福度は，子供の数が増えるに従い低下するという傾向も検出されている。
　さらに，白石・白石（2007）では，同じく少子化の問題に着目し，家計経
済研究所「消費生活に関するパネル調査」のデータを用いて，配偶者の有
無，就業状態，子育ての状況等が全国の20～40歳代の女性の幸福感に与え
る影響について，順序プロビットモデルを用いて分析を行っている。その結
果，所得や消費が高いこと，結婚していること，夫の平日の家事育児時間が
長いことは，主観的幸福度や生活満足度を高めることを明らかにしている。
他方で，加齢と就業は主観的幸福度と生活満足度を低下させるが，子供の数
は主観的幸福度にはプラスの影響を与え，逆に，生活満足度にはマイナスの
影響を与えていることなどを明らかにしている。
　松浦（2007）は，高齢者の幸福感について着目し，「横浜市民の消費行動・
生活意識に関するアンケート調査」（2001年）のデータを用いて横浜市在住
の60歳以上の高齢者の幸福感の分析を行っている。その結果，高齢者の幸
福感を支える経済的指標は消費と資産（貯蓄残高）が重要であり，必ずしも
収入ではないことを明らかにしている。また，男性よりも女性の方が幸せで
あること，借家より持ち家の方が幸せであること，家族と食事を一緒にする
高齢者は家族と一緒に食事をしない高齢者よりも幸せであることなども明ら
かにしている。
　佐野・大竹（2007）では，幸福度の決定要因として労働変数がどのような
影響を及ぼすのかについて実証的な分析を行っている。具体的には，大阪大
学21世紀 COE が構築した「大阪大学 COE 月次データ」5，「くらしの好みと
満足度についてのアンケート」（国内調査・2004年調査～2006年調査），「く
5 「大阪大学 COE 月次データ」は，2005年８月より毎月15日前後に訪問面接法によって
実施され，20歳以上の2,000人が全国から無作為抽出されている。毎月約1,400人からの
回答があり，回答率は約70％である
― 35 ―5
らしの好みと満足度についてのアンケート」（米国調査・2005年調査～2006
年調査）6の３種類のデータセットを用いて，時系列の短期的な幸福度の変動，
他人との比較の重要性，パネルデータによる因果関係の識別，日米比較に焦
点を当てて分析を行っている。同研究の分析結果によると，短期的には個人
的なニュースが幸福度の決定に重要であること，米国とは異なり日本では他
人より高い生活水準にあると考えていれば幸福であること，壮年期における
失業は幸福度を顕著に引き下げることなどを明らかにしている。
　そして，山根・山根・筒井（2008）は，幸福度の地域間格差について詳細
に分析している。使用データは大阪大学21世紀 COE の「くらしの好みと満
足度についてのアンケート」（国内調査・2003年度調査～2006年度調査）で
ある。主な分析方法は，まず，県の平均値の多重比較，ジニ係数，県ダミー
変数への回帰の３つの方法によって，幸福度の都道府県間格差は所得格差よ
りも小さいことを明らかにしている。また，順序プロビットモデルによる回
帰分析を行い，性別，年代，所得，価値観などの個人属性要因をコントロー
ルして分析を行っている。その結果，幸福度の都道府県間格差はほとんどみ
られなくなることを示している。
　さらに，Oshio and Kobayashi（2009）では，居住地域の所得格差と幸
福度との関係に着目し，５段階の主観的幸福度を様々な個人属性要因と地域
の所得格差要因等で説明する順序プロビットモデルと，２段階の主観的幸福
度を説明するロジットモデルを用いて分析を行っている。地域の所得格差要
因については，都道府県レベルの所得格差を示すジニ係数をモデルに反映し
ている。使用データは，大阪商業大学比較地域研究所・東京大学社会科学研
6 「くらしの好みと満足度についてのアンケート」（米国調査）は，2005年から米国におい
て調査が実施されている。設問等は国内調査と同様であり，調査時期も同時期に実施され
ている。無作為抽出，郵送法によって実施されており，2005年で対象者１万2,338人のう
ち4,979人の回答を得ている。2006年調査では前年の回答者を再調査し，3,094人の回答
を得ている
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究所の「日本版総合的社会調査（JGSS）」（2000年，2003年，2006年）の個
票データと，厚生労働省の「国民生活基礎調査」（2001年，2004年，2007年）
である。その結果，所得格差の大きい地域に居住する人は，幸福度が低くな
る傾向があることを示唆している。
2?2　2010年以降の後継的な先行研究
　2010年以降の近年においても日本人を対象にした幸福度研究は旺盛に進
められており，さらに多様な観点で数多くの研究成果が発表されている。以
降においては，幸福度関数の推定を通じて分析された先行研究を中心に各研
究の特徴について概観する。
　まず，亀坂・吉田・大竹（2010）では，ライフステージの変化と男女の幸
福度の関係に着目した分析を行っている。結婚や出産といったライフステー
ジの変化が人々の幸福度や充実度に及ぼす影響について，日本と米国のデー
タ7を使用したパネルデータ分析によって明らかにしている。その結果，日
米両国の共通した結果として，配偶者の存在は個人の幸福度や充実度に大き
な影響を与えていること，健康状態が人々の幸福度や充実度に大きな影響を
与えていること，求職中の人と喫煙者は幸福度や充実度が低いことなどを明
らかにしている。他方で，子供の存在と幸福度の関係に関する推定結果で
は，日本の場合は，子供がいないと幸福度や充実度が低いという結果が得ら
れたものの，米国では必ずしも同様の結果が得られないなど，日米間で差異
がみられるケースもあった。
　森川（2010）では，実質賃金と幸福度の観点から地域間経済格差の分析を
行っている。幸福度の分析に係る使用データは，経済産業省委託調査「生活
者の意識に関する調査」（2005年）の個票データ8を利用している。５段階の
7 大阪大学の「くらしの好みと満足度についてのアンケート」（2005年～2010年）のデー
タを用いて分析している
8 経済産業省委託調査「生活者の意識に関する調査」（2005年）の有効サンプル数は5,100
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主観的幸福度を個人属性要因と都道府県別ダミーや都市規模ダミーなどの地
域要因で説明する順序プロビットモデルを構築して分析を進めている。その
結果，個人の幸福度に対して所得水準は重要な影響力を持っているが，地域
間での幸福度の違いに対する所得水準の影響はほとんどないことを明らかに
している。
　また，辻（2010）では，居住環境と幸福度の関係に着目して分析してい
る。地域差に着目した先行研究である山根・山根・筒井（2008）などでは全
国調査に基づく都道府県間格差の分析を中心に行っているが，同一都道府県
内でも居住地域によって環境が大きく異なることが多分にある。このため居
住環境の違いを精緻に検証する上では限界があったと捉え，分析対象地域を
東京都に絞り込んで市区町村別で分析している9。具体的には，20歳以上の東
京都民を対象としたインターネットアンケート調査（みずほ総合研究所「地
域住民の幸福度調査」（2010年））の結果を用いて，主観的幸福度を個人属性
要因と居住地域環境要因（市区町村ダミー）で説明するシンプルなモデルを
想定し，幸福度関数の推定を試みている。その結果，市区町村ダミー変数に
係る係数の推定結果の多くで統計的に有意な結果が得られ，主観的幸福度は
居住地域環境の影響を受ける可能性が高いことを明らかにした。
　さらに，小林（2010）では，地域の貧困と幸福度の関係を分析するた
めに，大阪商業大学比較地域研究所・東京大学社会科学研究所「日本版総
合的社会調査（JGSS）」（2000年）の個票データと総務省「全国消費実態調
査」（1999年）を用いて，全国の20～90歳未満の男女を対象に分析を試みて
いる。その結果，貧困が深刻な地域に居住する人は，たとえ自身が高所得者
件である
9 東京都は，高度に発達した都心区部（23区）を有する一方で，土地の高度利用があま
り進んでいない郊外部（多摩東部・中央部），自然豊かな山間部（多摩西部）や島しょ部
を有するなど，バラエティに富む地域構造を持つため居住環境差を分析する上で適当な地
域と辻（2010）は捉えている
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であったとしても幸福度が低くなることを明らかにしている。
　他方で，久米・大竹・奥平・鶴（2011）では，非正規労働者に対する政策
検討に資する目的で，全国の18歳以上の男女で安定した職業に就いていな
い人を対象にした主観的幸福度の包括的な分析を行っている。独立行政法人
経済産業研究所（RIETI）が実施した「派遣労働者の生活と求職行動に関す
るアンケート調査」（2009年）10の調査結果を用いて，非正規雇用における派
遣労働・パート等の雇用形態，その選択理由，雇用契約期間，過去の経験等
の違いに注目するとともに，継続調査されたデータの利点を活かして，個人
の固体効果を考慮したパネルデータ分析を行っている。その結果，未婚，短
い雇用契約期間，非自発的非正規雇用，高校卒業以下の学歴，過去の労災経
験などの労働者の属性要因は，主観的幸福度を引き下げていることを明らか
にした。
　小塩・浦川（2012）では，幸福感，健康感，他人への信頼感における「相
対所得仮説」11に関する検証を行っている。性別・年齢階級・学歴という３
つの個人属性について合計40の準拠集団を定義し，自らの所得と準拠集団
内の平均所得との差が，幸福感等に対して，どのような関係性にあるのかに
ついて分析している。加えて，最後に通った学校の同級生の平均年収の推計
値との比較分析を行うなど，主観的な相対所得の重要性についても検証して
いる。使用データは，独自に実施したインターネットアンケート調査「地域
の生活環境と幸福感に関するアンケート」12の個票データを用いて分析して
いる。その結果，相対所得仮説と概ね整合的であることを明らかにしてい
10 安定した職に就いていない人の定義は，「学生ではない」「主婦または主夫ではない」
「正社員ではない」「退職・引退していない」の条件を全て満たす人である。有効サンプル
数は1,577件である
11 幸福感や健康感などの主観的厚生は自らの所得水準だけでなく他人の所得との相対的な
関係によっても左右されるという仮説
12 科学研究費補助金・基盤研究（A）「幸福感分析に基づく格差社会是正政策と社会保障改
革」（研究代表者＝橘木俊調教授（同志社大学））の一環として調査を実施している
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る。また，女性は男性と異なり本人所得ではなく世帯所得の格差を気にして
いることや，健康感，他人に対する信頼感は幸福感より相対所得に敏感に反
応することなども観察されている。
　そして，黒川・大竹（2013）では，内閣府の「国民生活選好度調査」を用
いて，幸福度，満足度，ストレス度の年齢効果について分析している。同研
究では，純粋な年齢効果を観察するために，幸福度，満足度，ストレス度の
それぞれの指標を年齢効果と世代効果に分解して分析している。その結果，
世代効果と年齢効果を無視して分析を行った場合は，幸福度と満足度の年齢
効果はＵ字型となる一方で，ストレス度の年齢効果は右下がりになることが
明らかになっている。ただし，幸福度と満足度の各年の横断データにおける
年齢効果を見ると，Ｕ字のボトムに移動がなかったことから特定の世代が常
に幸福度や満足度が低いということではないこともあわせて明らかにしてい
る。また，未婚者と既婚者でサンプルを分けて分析したケースでは未婚者の
幸福度は右下がりである一方，既婚者の幸福度はＵ字型となった。これらの
点から幸福度の年齢効果がＵ字型となるのは婚姻が大きな影響を与えている
可能性が高いことを明らかにした。
　辻（2015）では，全国15歳以上の男女を対象にしたインターネットアン
ケート調査（参議院「社会・くらしに関する意識調査」（2008年）13）を用いて，
家族構成と幸福感の地域分析を行っている。婚姻状況，同居人数，子供人数
などの家族構成に関する状況と幸福感との間に有意な因果関係があるのか否
か。また，その関係性は居住地域の違い14の影響を受けるのか。さらに，地
域差がある場合，どの様な特徴がみられるのかについて分析している。その
13 2008年に参議院が実施した個人向けアンケート調査である「社会・くらしに関する意
識調査」では，全国の15歳以上男女を対象に，インターネット調査専門会社のマイボイ
スコム株式会社が有する「ネットモニター」（全国27万人）から，「エリア」，「性別」，「年
代」に基づく抽出を行い，3,780サンプルを回収している
14 辻（2015）では，全国を対象に，「東京23区」，「政令指定都市」，「その他地域」の3種
類の地域区分に従い分析している
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結果，全体として家族構成要因は幸福度の決定要因として重要であることを
示した。また，幸福度にとっての家族構成要因の重要度やインパクトは地域
によって異なることを明らかにしている。例えば，全体として独身者は既婚
者に比べると幸福感が低い傾向がみられたが，東京都心部である東京23区
の住民はこの限りではなかった。また，同居人数と幸福感については因果関
係がみとめられなかったが，既婚者に限定して分析すると，東京23区や政
令指定都市以外に居住するその他地域の住民は有意な関係性がみとめられ
た。さらに，既婚者の子供の有無と幸福度の関係を分析したケースでは，い
ずれの地域も子供のいる人は子供のいない人より幸福感が高く，子供の人数
が増えるほど，幸福感が高まる傾向が見いだされた。ただし，その他地域の
み，子供の数が多すぎるとむしろ幸福感は飽和する可能性があることを明ら
かにしている。
　最後に，久米・鶴・戸田（2017）では，働き方の実態を把握したサンプル
調査に基づいて，多様な働き方（限定性の有無）が仕事満足度や生活満足度
に与える影響を実証的に分析している。さらに，働き方を選択することで諦
めた賃金から所得補償額を試算し，多様な働き方がもたらす労働者の厚生を
評価している。分析に用いたデータは，全国の正規・非正規労働者を対象に
した調査である独立行政法人経済産業研究所（RIETI）「多様化する正規・非
正規労働者の就業行動と意識に関する Web 調査」（2012年）である。同研究
の分析結果からは，正社員のスキル向上の機会がないことで失われる仕事満
足度や生活満足度の経済的価値を，生活満足度アプローチから所得補償額を
試算すると，残業に対する補償額の２～３倍に至ることが示されている。ま
た，女性正社員は男性正社員に比べて，残業や転勤・配置転換，ラインに組
み込まれていることが生活満足度を損ね，その損失の大きさは時給の約６割
程度に相当することが明らかになっている。
　以上のように，日本人の幸福感に関する実証的研究は，多様な観点で活発
に行われてきた。多くの機関で幸福度に関するアンケート調査が実施されて
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おり，利用容易なデータが増えていることも後押ししているのだろう。例え
ば，大阪大学が実施した幸福度調査（「くらしの好みと満足度についてのア
ンケート」）は，既述のとおり，多くの先行研究で利用されている。同調査
は，文部科学省の21世紀 COE プロジェクト事業として大阪大学が研究拠点
形成費等補助金を受けたものであり，研究目的であれば申請により個票デー
タを利用することが可能である。調査対象は，日本全国の20歳以上男女を
対象にした大規模アンケートであるとともに，同様の調査票で海外の主要国
（米国・中国・インドなど）も対象に実施しているため，わが国の幸福度研
究のインフラとして機能している貴重な調査の一つといえよう。また，イン
ターネットアンケート調査の費用面の低減と普及，学術研究利用の浸透など
も幸福感の実証的研究の発展を下支えしているとみられる。利用容易なデー
タの増加や SNS などの新しいツールの活用の可能性を勘案すると，幸福度
研究は引き続き発展する可能性が高く，研究の方向性としては，これまでに
ない新しい展開が開けてくるかもしれない。
３．先行研究にみる幸福度指標の決定要因構造
　前章でまとめたとおり，日本人の幸福感の実証的研究は様々な観点から進
められており，それぞれの研究成果からは興味深い示唆が得られている。所
得，失業，家族関係，ライフステージ，居住地域のそれぞれの要因と幸福感
との関係性など，各先行研究の分析目的は異なるものの，基本的な分析方法
は共通する部分が多く，先行研究の多くは個人向けアンケート調査の個票
データを用いて幸福度関数の推定を行っている。いずれの推定においても分
析のターゲットとなる説明変数に係るパラメータへのバイアスを避けるため
に，考えうる様々な個人属性要因をコントロール変数として関数に組み込ん
でいる。しかし，使用データの制約や仮説設定の違いなどを理由として説明
変数構造は必ずしも一致していない。その意味で，幸福度関数の基本的な説
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明変数構造は理論的にも経験的にも未だに確立しているとはいいがたい。各
分析者の自由な考えのもと，様々なケースが試行されている段階といえよ
う。しかし，既述の通り，日本人の幸福感の実証的研究の研究蓄積は相当程
度厚みを増している。多様なデータを用いて幸福度関数の推定が様々な視点
で試行されていることを考えると，これらの成果を改めて整理することで，
幸福度の真の決定要因構造を把握することに近づけるかもしれない。すなわ
ち，先行研究で推定された幸福度関数の結果を横断的に整理分析し，頑健性
の観点から重要因子を抽出することができれば，幸福度の真の決定要因構造
を確立するための初動として意義深いと考えられる。このため，本章では先
行研究で推定された幸福度関数の結果を整理し，頑健性の観点から幸福度指
標の重要因子の特定を目指す。
3?1　全国を対象にした全体的調査に基づく研究
　図表１は，全国を分析対象にした先行研究の幸福度関数の構造とその推定
結果のポイントを一覧表にしたものである。表側に先行研究が示され，表頭
は説明変数を示す。表中の記号のうち，「◎」は，説明変数として幸福度関
数に反映されており，かつ，概ね頑健性が認められるものを意味する。すな
わち，一つの先行研究の中で試行された複数のモデルの推定結果のうち，多
くのモデルにおいて有意な結果（有意水準10% 点において）が得られてい
る状況を示す。また，「○」は，説明変数として幸福度関数に反映されてお
り，有意な結果は得られているものの，必ずしも頑健な結果とは言えないも
のを意味する。すなわち，複数のモデルの推定結果において，少なくとも一
つ以上は有意な結果（有意水準10% 点において）が得られているが，多く
のモデルでは有意な結果が得られていない状況を示す。そして，「△」は，
説明変数として関数に反映されているが，一つあるいは複数のモデルの推定
結果において，いずれも有意な結果が得られていないケースを示している。
最後に，「－」は，説明変数として関数に反映されていないものを意味する。
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なお，一つの研究論文で複数のモデルの推定が行われていることが多いた
め，表中の説明変数の整理は，主要な推定結果を和集合的に表現しているこ
とに留意されたい15。
　図表１をみると，多くの先行研究の幸福度関数モデルに共通して反映され
ている説明変数がいくつかみられる。性別，年齢・年代，婚姻状況，本人の
健康状態，収入，失業・雇用不安，子供の有無や人数，学歴などが該当す
る。各先行研究の仮説として幸福度を規定する欠かすことのできない重要な
因子であると考えられた結果であろう。このうち，性別，年齢・年代，婚姻
状況，本人の健康状態，収入，失業・雇用不安などは，推定結果も安定的に
有意な結果が得られている。すなわち，これらの決定要因は，先行研究ごと
の幸福度指標の種類が異なろうと，幸福度関数の構造や使用データが異なろ
うと，幸福感の決定要因として顕著な影響を及ぼす極めて重要な因子である
可能性が高い。他方で，子供の有無や人数，学歴については，同じように多
くの先行研究で幸福度関数モデルに説明変数として反映されているが，先行
研究によって有意な結果が得られていないケースがいくつかあるためこの限
りではない。ただし，全体的には概ね有意な結果が得られており，子供の有
無や人数，学歴なども重要な因子であると考えられよう。
　また，データ制約や仮説設定の違いなどの理由により，幸福度関数モデル
の説明変数として反映している先行研究がやや少なくなるものの，推定結果
においては比較的安定して有意な結果が得られている説明変数もいくつかみ
られる。例えば，住居の形態，選好・価値観，資産状況などがこれらに該当
する。採用している先行研究がやや少ないとはいえ，複数以上の先行研究に
おいて有意かつ頑健な結果が得られている。このため，これらの説明変数も
比較的重要な因子であると解釈できそうだ。
15 本稿で行った先行研究の横断比較は，あくまでも全体的な傾向や結果の概要を把握して
いるに過ぎない。先行研究ごとの分析上の設定等により，本来は単純に比較できないもの
も含まれる。詳細は，各先行研究の論文を直接参照されたい
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　他方で，同居人数，家族の健康状態，習慣・宗教，心理的ストレス，社会
関係資本などは，各先行研究の中で頑健かつ有意な結果は得られているが，
説明変数として採用している先行研究が３本以下と比較的少ない。これらの
決定要因が幸福度関数を推定する際に欠かすことができない因子といえるか
どうかは現状としては判然としないが，いくつかの先行研究において有意な
結果が出ているため容易に無視できないといえよう。今後の研究において検
証が補強されることが期待される。
　このほか，世帯形態，職業・雇用形態，地域・生活環境などについては，
頑健かつ有意な結果が得られている先行研究がある一方で，一部の推定結
果において有意な結果が得られたものの全体として頑健性が認められないも
の，そもそも有意な結果を得られなかった先行研究があるなど，やや不安定
な結果となっている。データの収集・加工方法やモデルへの反映方法に問題
があるのか，あるいは，そもそもこれらの因子は，幸福度関数を推定する上
で，必ずしも重要な因子ではないということなのか。これらの変数は，引き
続き慎重な分析と検討が必要な要因といえよう。
3?2　特定の地域や集団を対象にした部分的調査に基づく研究
　一方，図表２は特定の地域や集団を対象にした部分的調査に基づく先行研
究における幸福度関数の構造と推定結果のポイントを一覧表にしたものであ
る。表の見方は，図表１と同様である。
　図表２をみると，前述の全国を対象にした全体的調査に基づく研究の傾向
と概ね類似しており，年齢・世代，婚姻状況，本人の健康状態，収入など
は，多くの先行研究で頑健かつ有意な結果を得ている。ただし，年齢・世
代，婚姻状況，本人の健康状態については，一部の先行研究において有意な
結果が得られなかったものがあることには注意が必要である。また，学歴に
ついては先行研究ごとに異なる結果となっており，必ずしも頑健な結果が得
られていない。失業・雇用不安に至っては，幸福度関数に反映している先行
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研究が一つしかないため明確には判断できないものの，有意な結果が得られ
ていないことに注意する必要があろう。
　他方で，家族の健康，住居の形態，選好・価値観，習慣・宗教，資産など
は，頑健かつ有意な結果が得られており，それぞれの変数の重要性を後押し
する結果となっている。また，負債，消費は，全国を対象にした全体的調査
に基づく研究においては幸福度関数に反映していた先行研究はなかったが，
高齢者を分析対象にした松浦（2002）や結婚・出産・子育て適齢期の女性を
分析対象にした白石・白石（2006），白石・白石（2007）においては，説明
変数としてモデルに反映されている。その結果，負債に関しては必ずしも頑
健な結果は得られていないが，消費に関しては頑健かつ有意な結果を得てい
るなど，全国を対象にした全体的な分析ではみられなかった新たな重要因子
の可能性を示唆する結果となっている。
　以上のように，全般的には全国を対象にした全体的調査に基づく研究と類
似点は多い。しかし，たとえ全国を対象にした全体的な分析において頑健か
つ有意な結果が得られたとしても，分析対象が特定の地域や集団に限られる
と幸福度関数のあり方や推定結果の傾向は変わりえることを意味する。特定
の地域や集団に分析対象を絞り込む形で分析を進める際は改めて慎重に検討
する姿勢が求められるといえよう。
４．おわりに
　本稿では，日本人の幸福の源泉を探るために，日本人の幸福感に関する実
証的研究の先行研究サーベイを行った。幸福度指標の決定要因の分析に関し
て，先行研究では，どの様な視点と方法で，また，どの様なデータを用いて
最終的にどの様な結論を得たのか，2000年代の中頃から続く一連の研究成
果のポイントを網羅的に概観した。
　さらに，各先行研究の幸福度関数の推定結果を主要な説明変数に着目する
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形で横断的に分析した。その結果，多くの先行研究で共通して採用されてい
る説明変数の存在や，意外と採用されていない説明変数の存在が明らかに
なった。また，統計的に安定した結果が得られている説明変数や，逆に安定
した結論を得られていない説明変数も見出すことができた。
　多様な観点で発展してきたわが国の幸福度研究は，研究蓄積に相当の厚み
が出てきているが，未解決の課題も多数残っている。今後の研究の発展に期
待する部分は大きいが，幸福度の決定要因構造を検討するためには，言うま
でもなく，先行研究サーベイに基づく予備的考察は欠かせない。本稿では，
日本人の幸福感の実証的研究に関する先行研究の整理を行ったが，後継研究
の一助になると幸いである。
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昏
の
幸
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高
齢
者
の
幸
せ
感
を
支
え
る
も
の
主
観
的
幸
福
度
（
5段
階
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◎
◎
△
－
－
◎
△
－
◎
－
◎
－
－
△
◎
◎
－
◎
－
○
－
習
慣
：
家
族
と
の
食
事
の
頻
度
横
浜
市
60
歳
以
上
の
男
女
白
石
・
白
石
（
20
07
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少
子
化
社
会
に
お
け
る
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
と
幸
福
感
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形
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推
定
─
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的
幸
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（
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階
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－
◎
－
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－
◎
◎
－
○
◎
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－
○
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年
数
夫
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育
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時
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就
学
前
子
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有
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思
春
期
子
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有
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全
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20
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9歳
の
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性
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活
満
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度
（
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階
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◎
◎
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◎
－
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－
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年
数
夫
の
育
児
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間
就
学
前
子
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9歳
の
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性
辻
（
20
10
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幸
福
度
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は
地
域
政
策
の
検
討
に
役
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の
か
～
Su
bj
ec
tiv
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el
l-b
ei
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づ
く
地
域
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析
の
試
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主
観
的
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度
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階
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○
◎
△
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◎
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△
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上
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鶴
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◎
◎
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験
倒
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解
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労
働
者
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家
族
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と
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福
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域
分
析
主
観
的
幸
福
度
（
11
段
階
）
◎
◎
◎
－
◎
○
◎
◎
◎
－
－
－
△
◎
◎
－
－
－
－
－
－
全
国
15
歳
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上
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男
女
久
米
・
鶴
・
戸
田
（
20
17
）
多
様
な
正
社
員
の
ス
キ
ル
と
生
活
満
足
度
に
関
す
る
実
証
分
析
生
活
満
足
度
（
11
段
階
）
◎
◎
◎
◎
◎
労
働
時
間
業
務
内
容
勤
務
状
況
等
全
国
の
正
規
・
非
正
規
労
働
者
（
備
考
）
　
・
表
中
の
記
号
の
意
味
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
　
　
◎
：
説
明
変
数
と
し
て
関
数
に
反
映
さ
れ
て
お
り
、
複
数
の
推
定
結
果
に
お
い
て
有
意
な
結
果
（
有
意
水
準
10
%
点
以
下
に
お
い
て
）
が
得
ら
れ
て
い
る
な
ど
、
概
ね
頑
健
性
が
認
め
ら
れ
る
も
の
　
　
○
：
説
明
変
数
と
し
て
関
数
に
反
映
さ
れ
て
お
り
、
複
数
の
推
定
結
果
に
お
い
て
少
な
く
と
も
一
つ
以
上
は
有
意
な
結
果
（
有
意
水
準
10
%
点
以
下
に
お
い
て
）
が
得
ら
れ
て
い
る
も
の
の
、
必
ず
し
も
頑
健
な
結
果
と
は
言
え
な
い
も
の
　
　
△
：
説
明
変
数
と
し
て
関
数
に
反
映
さ
れ
て
い
る
が
、
カ
テ
ゴ
リ
ー
内
の
説
明
変
数
群
の
い
ず
れ
も
有
意
な
結
果
が
得
ら
れ
て
い
な
い
　
　
ー
：
説
明
変
数
と
し
て
関
数
に
反
映
さ
れ
て
い
な
い
　
・
一
つ
の
論
文
で
複
数
の
モ
デ
ル
の
推
定
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
が
多
い
。
こ
の
た
め
、
表
中
の
説
明
変
数
の
整
理
は
主
要
な
推
定
結
果
を
和
集
合
的
に
表
現
し
て
い
る
　
・
辻
（
20
15
）
で
は
、
ア
ン
ケ
ー
ト
回
答
者
の
居
住
地
域
に
従
っ
て
、
全
国
の
デ
ー
タ
を
「
東
京
23
区
」、
「
政
令
指
定
都
市
」、
「
そ
の
他
の
地
域
」
に
分
割
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
を
対
象
に
、
幸
福
度
関
数
の
推
定
を
行
っ
て
い
る
